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世界の人口の過半数を占める40億人の低所得者が経済ピラミッドの基底部を構成

しています。彼らの消費者行動と総購買力に関する新しい実証的分析は、市場ベー

スのアプローチによれば、低所得者のニーズがより良く満たされ、生産性と所得が向

上され、これらの人々がフォーマル経済へ参入する力が付与される大きなチャンスがも

たらされることを示しています。

経済のピラミッドの底辺（base of the economic pyramid: BOP）にい
る40 億人―各国の国内購買力で見て所得が3,000ドル以下の人々―は
皆相対的貧困の中で暮らしています。これらの人々は現在の米ドル換算
の1日当たりの所得がブラジルで3.35ドル、中国で2.11ドル、ガーナで
1.89ドル、インドで1.56ドルに満たない人々です。1しかしBOP全体とし
ての購買力は大きく、5兆ドルの世界的消費者市場を形成しています。

1人当たりの所得が3,000〜20,000ドルの比較的富裕な中所得層区
分に属する14億人は、世界的には12兆5,000 億ドルの市場を作ってい
ます。中所得層の市場は都市に集中し、ある程度供給が満たされた競
争の激しい市場です。

これとは対照的に、BOP市場の多く―特に急成長を続けるアジア
諸国―が農村にあって、極めて不十分な供給しか得られず、インフォー
マル経済が支配し、その結果相対的に非効率で競争が少ない市場で
す。しかし、BOP市場は世界人口のかなりの割合を占めています。世
界110カ国の家計調査結果は、BOPが世界の総調査対象人口55 億
75百万人の72％を占めていること、そしてアフリカ、アジア、東ヨー
ロッパ、ラテンアメリカ・カリブ海地域の人口の圧倒的多数を占めてい
ることを示しています。これらの地域がほとんど全てのBOPの住処と
なっています。

所得・支出およびサービスへのアクセス状況に関する最新のデータで
ある家計調査結果の分析から、国によってBOP市場の構成に明らか
な違いがあることがわかりました。ナイジェリアなどは、BOPの中でも
最低所得区分に集中する一方、ウクライナなどではBOPのより高い所
得区分に集中しています。地域間の差も明らかです。BOP市場はアフリ
カとアジアでは農村部で支配的で、東ヨーロッパとラテンアメリカでは
都市部で支配的です。



2
0
0
7
｜

世
界

資
源

研
究

所

�

支出についても、顕著な傾向が見て取れます。当然のことながら、
BOP世帯の食糧費は圧倒的割合を占めています。しかし所得の増加
に伴い、食糧費の割合は減少します。これに比べ住居費の割合は比
較的一定しています。交通費と通信費の割合は所得に伴って急速に大
きくなります。全ての地域でBOP世帯の保健・医療費の半分は、薬品
の購入に充てられています。また、東ヨーロッパ以外の全地域でBOP
の低所得者層は、薪で料理を作り、より高い所得層は、プロパン・ガ
スやその他の現代的燃料を使っています。

これだけ大きな市場に十分な供給がなされていないということは
BOP世帯にとって不利益なばかりか、企業にとっても機会の損失です。
しかし、今やBOP市場の十分な情報があり、実現可能なビジネス戦
略の経験が十分に積まれているので、企業が BOP市場のビジネス機
会に注目するのは当然と言えます。また、市場ベースのアプローチによ
れば、より多くのBOP層がフォーマル経済へ参入したり、この大きな
人口区分に対して必要不可欠なサービスがより良く提供されうるので、
開発援助コミュニティがこのアプローチにこれまで以上に注目すること
も当然の帰結であると言えます。

BOPの特徴
開発援助コミュニティは、貧困者の中でも1日当たりの所得が1ドル

（国内購買力）に満たない10 億人の最貧困層のニーズを満たすことに重
点を置きがちでした。しかしこの数を遥かに超える低所得層―BOP
の40 億人は、西側諸国の貧困ラインを大幅に下回っており、これらの
人々にも目を向けるべきであります。そしてその際には市場ベースのア
プローチの対象とするのが適当です。

この議論のスタート地点は、BOPの貧困問題ではありません。BOP
層の大部分が世界の市場経済に統合されることなく取り残され、その
恩恵に浴していないという事実です。またBOPにはこの他に以下の共
通する特徴があります。
•	満たされていない大きなニーズ　BOP層の大半は銀行口座を持た

ず、現代的な金融サービスへのアクセスもありません。大半は電話も
ありません。多くは住居の正式な権利もないインフォーマルな生活基
盤の中で、水道水、衛生サービス、電気、基礎的保健医療サービ
スの欠如した生活を送っています。

•	インフォーマル・セクター依存あるいは自給自足生活　BOP層の大
半は、自らの労働力や手工業製品や作物を売るための市場へのアク
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セスが十分でなく、彼らを搾取する地元の雇用主や仲買人に売るほ
かに選択の余地がありません。自給自足の小規模農家や漁業従事者
であるBOP層は、その生活を依存する自然資源の破壊に対し比類な
いほどに脆弱であり、それらを保護する力を持ちません（世界資源研
究所他2005）。実際インフォーマル・セクターへの依存と自給自足状
況は彼らにとって貧困の罠です。

•	BOPペナルティーの打撃　BOP層の多く、あるいはおそらく大半
が、基礎的商品やサービスに、富裕な消費者より高い金額を、現金
あるいはそれらを得るために払わねばらない労力の形で支払っていま
す。そして多くの場合、品質の劣る商品やサービスを受け取っていま
す。こうした貧しい者が高いコストを支払うといった状況は広く見ら
れます。治療のために遠方の病院や診療所に行くため高い交通費を
払ったり、また融資や外国の親戚からの送金に法外な手数料を要求
されるのは最貧困層だけではありません。

BOPの充足されないニーズを満たす取り組みは、彼らの福祉、生産
性、所得の向上のために―BOP家庭が自分達自身の貧困脱出方法を
見出すのに不可欠です。BOP層をフォーマル経済へ参入させることは、
富の創出、そして全ての人を包含する成長戦略の決定的に重要な部分
でなければなりません。またBOPペナルティーを取り除けば、BOP層
の所得は増大します。さらに、満たされないニーズ、インフォーマリティ
の罠、BOPペナルティーなどが非効率で独占的な市場や、無関心、投
資の欠如に由来する限り、これらの障壁に立ち向かえば、企業にとって
も大きな市場機会の創出につながるかもしれません。

低所得者市場とは単に最貧困層のみならずBOP層全体によって構成
されており、おそらく何より重要なことは、たとえ市場ベースの解決策
が利用できない、あるいはそれでは不十分な市場部門があったとして
も、まずその市場全体を分析し、民間セクターの戦略の有効性を試し
てみることです。

市場ベースのアプローチによる貧困削減
BOP市場の分析は、各国政府や企業が BOP層のニーズを満たす新

製品やサービスの考案・開発、さらにそのための市場ベースの解決策
の可能性をよりクリエイティブに考えるのに役立ちます。企業にとって、
BOP市場分析は、ビジネス機会の特定、ビジネス・モデルの考案、商
品開発、BOP市場への投資拡大に向けた重要な最初のステップです。
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一方、政府にとってBOP市場の分析は、民間セクターがより大きな役割
を果たすビジネス環境整備に必要な改革に注意を向けるのを助けます。

BOP市場分析とそれに基づく市場ベースのアプローチによる貧困削
減は、そのどちらも開発援助コミュニティにとって重要です。このアプ
ローチによれば、援助というより、機会の付与・実現という観点から貧
困削減の議論の枠組みをつくることができます。市場ベースのアプロー
チが成功すれば、新たに沢山の民間セクター資源の活躍がもたらされ、
開発援助を現時点では効果のある市場ベースの解決策を見出せない部
分や分野に一層集中することが可能となります。

市場ベースのアプローチによる貧困削減は、伝統的なアプローチと
は明らかに異なります。伝統的アプローチは概して、最貧困層の人々が
自立できず慈善や公的支援が必要だという前提からスタートして、そ
れらの人々に焦点を当ててきました。一方、市場ベースのアプローチは、
貧困であることはビジネスや市場プロセスを排除するものではないとい
う認識からスタートしています。即ち、ほとんど全ての貧困世帯が基本
的ニーズの多くを満たすために現金または労働を取引しています。この
ように市場ベースのアプローチは、人 を々消費者及び生産者として位置
づけて、市場をより効率的・競争的かつインクルーシブにする―BOP層
も恩恵に浴することができる―解決策に重点を置いています。

伝統的アプローチは、貧困者の保健医療、浄水等の充足されていな
い基本的ニーズについて目標値を設定し、直接公共投資、補助金、そ
の他の施しを提供するといった取り組み方で進められてきました。尊い
目標ではありますが、今のところ目覚ましい成果は得られていません。
市場ベースのアプローチでは、充足されないニーズがあるのは最貧困
層だけではないと認識し、それらの人々が市場に積極的に参加し対価
を支払う意志を持っているかどうか問いかけます。このアプローチは、
新しい商品や手頃な価格で商品やサービスを提供できる新しいビジネ
ス・モデルといった形で解決策を追求するものです。

この解決策は、伝統的な開発のためのツールと類似する要素を持つ
市場開発の取り組みを含むことになるかもしれません。即ち、消費者
教育を組み入れたハイブリッドなビジネス戦略；マイクロローン、消費者
金融、異なる所得グループ間の調整助成金；雇用を創出したり所得を向
上させるフランチャイズ・小売代理店戦略；公共セクターないし非政府組
織（NGOs）とのパートナーシップなどです。しかし、解決策は究極的
には、市場指向のもので、かつ需要主導であって多くの成功している
企業もこうした戦略を採用しています。
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多分最も重要なことは、伝統的アプローチは持続可能な解決へとベ
クトルが向いていなかったのに対して、市場指向のアプローチは、持続
可能な解決策によってのみ40 億人のニーズの規模に対応できると認識
していることです。

BOP市場への関心の高まりと成功例の増加
企業のBOP市場に対する関心が高まっています。多国籍企業、特に

食品や消費財産業の多国籍企業がパイオニアです。開発途上国内の大
企業は、BOP層のニーズを満たすのに最も革新的で、とりわけ住宅、
農業、消費材、金融サービス分野でBOP消費者・生産者のニーズに応
えています。また、小規模新興企業や社会的起業家もBOP市場に集中
し、その数を急速に伸ばしています。しかし、多分BOP市場で最も力
強く劇的な成功を収めているのは携帯電話サービス業です。

2000〜2005年の間に、開発途上国の携帯電話契約者の数は5倍に
増え14億人に達しました。全ての地域で携帯電話の利用は急速に伸び
ていますが、特にサハラ以南アフリカ地域が最も速く―ナイジェリアの
契約者数はたった4年間に37万人から1,680万人に増えました（世界銀
行2006b）。家計調査結果も、圧倒的多数のBOP人口が携帯電話を利
用し、その数が増え続けていることを裏付けています。携帯電話によっ
て、雇用、医療サービス、市場価格、出稼ぎ家族とその送金へのアク
セス、そして徐々に金融サービスへもアクセスができるようになり利益を
享受しています。（ボーダフォン2005）。

低所得消費者への強力な価値の提示が、携帯電話会社の財務的成
功をもたらしたのです。アフリカで最も貧しく不安定な国で起業家とし
て事業をおこなっているCeltelは、事業開始から僅か7年間に電気通
信分野の巨人になりました。2005年に34億米ドルで買収されたCeltel
は、現在アフリカ15カ国で携帯電話事業を展開し、その事業免許は同
大陸の30％以上をカバーしています。

しかし、すべての分野が BOP市場に足がかりを見出しているわけで
はありません。例えば開発途上国の民営化された都市水道事業は、資
金的・政治的困難に直面した結果、低所得層のコミュニティへのより良
いサービス提供も、企業の成功もできていません。エネルギー分野も
同様で、農村のBOPコミュニティへ送電網につながない安価な電気や
調理用のクリーン燃料を提供するのに成功するのに止まっています。し
かし、これらの分野でさえも勇気づけられる新しいベンチャーが現れて
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おり、技術やビジネス・モデルの開発がさらに進めば、これらの分野の
BOP市場も拡大するかもしれません。

よりビジネスに快適な環境を目指して
開発途上国におけるビジネスと規制の状況は厳しいものがあります。

とりわけ零細・小規模企業は不利な状況に直面しています。これらの企
業がフォーマル経済の一員でなければ、投融資を受けることも、大企
業のバリュー・チェーンに参加することもできず、公共サービスを合法的
に受けることさえできないこともあります。弱小であることを運命づけら
れ、富を創出することも多くの雇用を生み出すこともできません。また
税金を納めて広く経済全体に貢献することも叶いません。

これらの企業の大半はフォーマル経済へ参加する上で、前近代的な
規制や禁止的な要件―煩雑な手続き、何ヶ月にも及ぶ遅延、大半の
BOP層の支払い能力を超えた資本要件等―に直面しています。例え
ば、エルサルバドルで合法的に起業するには、最近行われた規制改革
の結果、1回の出頭で4 機関への登録が26日間で可能となる以前は、
115日を要し、多数の別々の手続きが必要でした。しかしたとえ合法的
小規模企業であっても投資に必要な資本は普通は入手できず、彼らに
向けられる支援サービスも希少です。

幸いなことに、中小企業への障害を取り除くことの重要性の認識が高
まっており、またこれらの企業をフォーマル経済に迎え入れ、より効率
的な市場をつくるためのツールがいろいろ開発されています。そして世
界銀行と国際金融公社（IFC）の毎年の共同報告書「Doing Business」
でも示される通り、これらのツールが効果を発揮している証左は、枚
挙にいとまがありません。エルサルバドルでは、規制改革後企業の年
間登録件数が5倍に増えました。中国を含む多くの国で最低資本金額
が引き下げられています。直近の調査年において40カ国以上で改革が
実施され、規制改革のスピードが加速しています。2

改革と共に、BOP市場に焦点を当てた企業育成のためのイニシアティ
ブや、中小企業への投資ファンドに対する関心も高まっています。いく
つかの国際開発機関や二国間開発機関の中には、開発途上国の中小
企業の成長を支援するための投資ファンドを設立した機関もあります。
これらの取り組みと、そうした開発途上国企業への投資に対する民間
セクターの関心の高まりは、民間セクターの役割の拡大と、ボトムアッ
プ型市場アプローチが開発戦略上必要不可欠であるということを明瞭
に意識した上でのものです。
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BOP市場の現状
BOP家計所得は総額年間5兆ドルに達し、潜在的に重要な世界市

場の一つです。BOP市場の中でも、地域、国、産業分野によって規
模やその他の特徴が大きく異なっています。

アジア（中東を含む）は、他に抜きん出て最大のBOP市場です：28
億6,000万人が3兆4,700 億ドルの所得を得ています。このBOP市場
はアジアの人口全体の83％を占め、その購買力は急成長するアジアの
消費者市場の42％という大きなシェアを占めています。

東ヨーロッパのBOP市場規模は4,580 億ドルで、この地域の人口の
64％に相当する2億5,400万人が所得全体の36％を得ています。

ラテンアメリカでは、人口全体の70％に相当する３億6,000万人が
5,090 億ドルのBOP市場を構成しています。しかし、他の開発途上地
域に比べラテンアメリカ全体の家計所得に占める割合は低く僅か28％
に過ぎません。

アフリカのBOP市場は若干小さく4,290 億ドル規模ですが、購買力
は地域全体の71％とアフリカ地域の支配的消費市場となっています。
調査対象人口の95％を占める4億8,600万人が BOP層です。

40 億人のBOP消費者の産業分野別市場規模は大小様々です。水
道（200 億ドル）、情報通信技術（ICT）（調査時点では510 億ドル。急
成長の結果、現在は恐らくこの2倍）などの分野は比較的小規模です。
保健医療分野（1,580 億ドル）、運輸（1,790 億ドル）、住宅（3,320 億
ドル）、エネルギー（4,330 億ドル）の各分野は中規模です。食品（2兆
8,950 億ドル）など非常に規模の大きな分野もあります。3

BOPペナルティーは、いくつかの分野ではっきり見ることができます。
より裕福な中所得世帯は水道サービスへのアクセスが、BOP世帯の7
倍あります。24％のBOP世帯が電気へのアクセスがない一方、中所得
世帯では僅か1％です。農村部のBOP世帯のICT関連支出は非常に
少なく、電話を所有する世帯の数も農村部の中所得世帯あるいは都市
部のBOP世帯と比べてさえも圧倒的に少ない状況です。これは、農村
部でのICTサービスへのアクセスが広く欠如していることと軌を一にし
ています。
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成功するBOPビジネス戦略
BOPのニーズを充足することに成功する企業とそうでない企業の違

いはどこにあるのでしょうか？BOP市場で成功している企業には決定
的に重要な4つの基本戦略があります。
•	BOP市場に集中　 BOPのニーズに合わせ、ビジネスの発想を完全

に変え、しばしば多大の投資資金と経営の才能をつぎ込んで、ユニー
クな商品、ユニークなサービス、ユニークな技術で、BOP市場に技
術を集中することです。例えば、水道（小規模point-of-use水道シス
テム）、食品（健康により安全な食品）、金融（マイクロファイナンス、
低額送金システム）、住宅、エネルギー分野です。

•	価値創造のローカライゼーション　フランチャイズ方式あるいはベン
ダーやサプライヤーの地域エコシステムの構築を含めた代理店戦略、
あるいは地域社会全体を顧客と位置づける戦略によって、地元密着
型の価値を創造します。この方法はいずれも通常、能力開発と訓練
への相当額の投資を伴います。例えば、保健医療（フランチャイズ方
式及び代理店経由直接販売）、ICT（電話サービスに従事する地元起
業家・再販業者）、食品（代理店経由流通システム）、水道（地域社会
が運営する処理システム）、エネルギー（小規模水力発電システム）な
どです。

•	商品あるいはサービスへのアクセス実現　資金面（購買のハードルを
下げるための単用（single-use）、その他のパッケージ戦略、プリペ
イド方式やこれと同じ成果をもたらす別の革新的なビジネス・モデル、
ファイナンスによるアプローチ）、あるいは物理的側面（新しい流通戦
略、低コスト技術の活用）から、商品・サービスへのアクセスを実現し
ます。例えば、食品、ICT、消費財において（商品やサービスを小さ
な単位ないし「小袋」にする。）、保健医療（調整助成金、地域社会を
ベースとする健康保険）、そして多くの分野を通じるものとしてマイク
ロローンから住宅ローンにまで及ぶファイナンス戦略があります。

•	斬新なパートナーシップ　政府、NGO、多様な利害関係者との伝統
にとらわれない斬新なパートナーシップによって必要な能力を結集す
ることができます。例えば、エネルギー、運輸、保険医療、金融サー
ビス、食品、消費財分野です。

企業は、これらの戦略のいくつかを遂次又は組み合わせて実施する
ことができ、また実際に既に実行している企業もあります。
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後注
1	 この報告書では現在の米ドルとは、2005年時点のドルを意味します。しかし、特に記載のない限り、市場に関するデータ

は、2005年国際ドル（購買力平価で調整）で表示しています。便宜上BOPと中所得層の境界値は2002年国際ドル（本報
告書の分析に用いた家計調査の国際標準化の基準年）で表示しています。基本的に、米ドルは「米ドル」、国際ドルは「ド
ル」と表記しています。

2	 世界銀行とIFCが年1回発行する共同報告書「Doing Business」において、各国の規制改革の進展状況の国別評価と共
に、改革推進のための諸ツールを提供しています。最新の結果は、世界銀行とIFC（2006）参照。

3	 市場規模の分析は、36カ国の家計支出調査によっており、記録された支出は標準的な支出カテゴリーで分類しました。（基
礎となる家計調査は、国によって、あるいは調査実施時期によって異なるため、収集したデータを直接比較することがで
きない。）この分析において各地域の分野別市場規模は、測定対象国のデータをBOP所得データが存在する、より幅広
い調査対象国のグループのデータに補外することによって推定しています。この推計手法ある国の家計支出全体に占める
産業分野別の支出の比率は、同じ地域内の他の国についても同様であるという推定に基づくものです。またこの推計手法
は家計所得の総額と家計支出の総額が一致すると想定しています。




